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1  はじめに 
 
 国税庁が平成 23 年 6 月に公表した「平成 22 年度における不服申立て及び訴訟の概要」1)
110  嘉悦大学研究論集 第54巻第2号通巻100号 平成24年3月 
によると、平成 22 年度の異議申立て発生件数は 5,103 件、審査請求発生件数は 3,084 件であ
るが、税務訴訟の発生件数はわずか 350 件である。そして、平成 21 年度の期末係属 373 件と
平成 22 年度発生との合計のうち平成 22 年度に 354 件が終結したが、納税者一部勝訴（国側
















2.1 事実の概要 2) 




却損として計上するとともに、子会社 B 社及び C 社はその増資払込金でＡ社への債務を弁済
した。 
これに対して、課税庁は、Ａ社が不良債権化していた子会社の新株を取得して増資払い込






 スリーエス事件では、A 社は、子会社である B 社に額面金額である発行価額 1 株 5 万円の
約 29 倍にもなる 1 株を約 144 万円として合計 2 億 3,000 万円の払い込みをし、同じく子会社
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である C 社に額面金額である発行価額 1 株 500 円の約 100 倍にもなる 1 株を 5 万円として合






























3.1 事実の概要 7) 
 損害保険業を営む D 社は、その 100％海外子会社 E 社と ELC 再保険を締結するとともにそ
の他 3 社とも再保険契約を締結し、合計 4 社に対して再保険料を支払った。一方で、E 社は
外国の再保険会社 F 社とファイナイト再保険契約を締結したが、本契約では成績勘定残高
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（EAB）に関する取り決めがあり、本契約によると保険事故発生の有無にかかわらず将来 E
社に対して EAB 繰入額が返還されるものであった。そして、D 社は ELC 再保険契約に基づ
き E 社に再保険料を支払い、損金の額に算入して確定申告を行った。 








 本事例で、課税庁は ELC 再保険契約とファイナイト再保険契約は不可分一体のものであり、
E 社は D 社が租税回避や繰り延べを目的とした受け皿であると主張した 8)。 




る取引であるとして、そこに経済的合理性を認め、ELC 保険に基づき D 社が E 社に支払った
掛け捨ての保険料は損金の額に算入されると解すべきであり、ファイナイト再保険契約にお
ける EAB 加算額も D 社の益金の額に該当するということはないと判断したのである 10)。 







4.1 事実の概要 12) 



































5.1 事実の概要 16) 


































































































































1) 国税庁ホームページ http://www.nta.go.jp/kohyo/press/press/2011/fufuku/index.htm（2011 年 9 月 11 日） 




5) 東京高判平成 13 年 7 月 5 日 TAINS コード Z251-8942 
6) 同上 
7) 「地震保険再保険料の損金性」に関する事例の事実の概要については、東京地判平成 20 年 11 月
27 日 TAINS コード Z258-1185 及び佐藤香織「最新判例・係争中事例の要点解説（第 10 回）損害
保険会社が海外子会社との再保険契約に基づき支払った企業向け地震保険の再保険料の損金該当
性について、当該契約には経済的合理性があるとして公正処分を違法とし、納税者の請求の一部
を認めた事例」『税経通信』第 66 巻第 8 号、税務経理協会、2011 年、pp176-177 を参照されたい。 
8) 同上（東京地判平成 20 年 11 月 27 日 TAINS コード Z258-1185） 
9) 同上 
10) 同上 
11) 東京高判平成 22 年 5 月 27 日 TAINS コード 888-1579 
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